
令和 10年 内水面漁場計画の切替えについて 

 

【概要】 

改正漁業法により、都道府県知事は５年ごとに内水面漁場計画を定めることになりま

した（漁業法第 67条）。 

共同漁業権の免許は 10 年間なので、その中間年に内水面漁場計画を作成することとな

ります。現在の免許期間は令和５～15 年であり、令和 10 年に初めて中間年の内水面漁場

計画を作成することになります。 

 

【必要な要件または手続き】 

内水面漁場計画は、主に以下の要件や手続きが必要です。 

※海区漁場計画に係る規定を、内水面漁場計画に読み替えています（第 67 条第２項）。 

① 水産資源の持続的な利用や内水面の総合的な利用を推進するとともに、漁業調整その

他公益に支障を及ぼさないように作成する（第 63条第１項）。 

・ 漁場基点調査、漁業権者への実態調査及び意向調査 

・ 隣県との協議 

・ 河川管理者との協議 

② 適切かつ有効に活用されている漁業権（活用漁業権）があるときは、当該漁業権とお

おむね等しいと認められる漁業権（類似漁業権）を設定する（第 63条第２項）。 

・「適切かつ有効に活用」の判断は、別紙チェックシートを用いる 

③ 都道府県知事は、内水面漁場計画の案を作成しようとするときは、利害関係人の意見

を聴き、聴取した意見を検討し、その結果を公表する（第 64条第１～２項）。 

④ 都道府県知事は、内水面漁場計画の案を作成したときは、内水面漁場管理委員会の意

見を聴く（第 64条第４項）。 

⑤ 内水面漁場管理委員会は、内水面漁場計画の案について意見を述べようとするとき、

公聴会を開き、利害関係人の意見を聴く（第 64条第５項）。 

⑥ 都道府県知事は、内水面漁場計画を作成したときは、当該内水面漁場計画の内容を公

表する（第 64条第６項）。 

 

【今後のスケジュール】 

 現在想定しているスケジュールは資料１－２のとおりです。 
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